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東放学園音響専門学校 平成3年4月1日 酒井 努
〒151-0071
東京都渋谷区本町４－２０－７

（電話） 03-3299-7981

（別紙様式４）

令和5年7月31日※１
（前回公表年月日：令和 4年7月31日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人 東放学園 昭和54年4月1日 斉藤 晃
〒168-0063
東京都杉並区和泉２－４－１

（電話）

工業 工業専門課程 音響技術科 平成6年文部省告示第84号 ―

学科の目的 舞台・録音・ＴＶ業界から求められる人材の輩出を目指す。幅広く様々な事柄に興味を持ち、長く業界で働くことが出来る学生を育成する。

03-3378-7538
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 令和4年3月25日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0時間 0時間
時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間 1,700時間 900時間 165時間 855時間

学期制度
■前期：４月１日～９月３０日
■後期：１０月１日～３月３１日 成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法

３１８人 370人 36人 12人 15人 27人

A:100～85、B:84～70、C:69～60、D:59～50、F:49以下不合格
試験、レポート提出、平常点等で評価

長期休み
■夏　 季：８月１日～８月３１日
■冬　 季：１２月２１日～翌年１月６日
■春　 季：３月１６日～３月３１日

卒業・進級
条件

①期日までの学費納入
②必修科目を含む、年間800時間以上、卒業時1,700時間以
上の修了認定

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類

■個別相談・指導等の対応 （例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等
部・クラブ活動、運動会、スポーツ大会、学園祭実行委員、
ボランティア活動

相談内容に応じて、クラス担任、進路担当、専任カウンセラー等が
対応。出席・成績不良の学生には、クラス担任が電話やメールで状
況を確認し、連絡がつかない場合は、保護者に報告。教職員全員
で情報を共有し、組織的に対応している。

■サークル活動： 有

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③の
いずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得する
もの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄

■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　２人

年度卒業者に関する

■就職者数 154
95■就職率　　  　　　 　　　　：

■卒業者に占める就職者の割合
： 87

舞台機構調整技能
士3級

② 85人 44人

（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

■中退防止・中退者支援のための取組
専任カウンセラーによるカウンセリングを実施している。また出席チェックの実施や学生一人ひとりとクラス担任が面談する時間を設け早期発見できるよ
うに努めている。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
※有の場合、制度内容を記入
［入学前］
　【東放学園特待奨学生制度】　将来性ある優れた能力を有する者に学費を免除　（全額免除～一部免除）
　【東放学園卒業生子女奨学金制度】　本学園卒業生の子女が入学する場合に入学金の半額を免除　（出願時に要申請書）
　【東放学園卒業生・在校生　兄弟姉妹奨学金制度】　本学園卒業生または在校生の兄弟姉妹が入学する場合に入学金半額免除　（出願時に要申請書）
［入学後］
　【東放学園奨学金制度】　経済的な修学困難者に対し、2年次後期授業料を免除する制度
　【東放学園特別育英奨学生制度】　本学園の教育方針を理解し勉学に励んだ者で年間の成績が特に優秀であり、かつ人物的にも優れている者を選抜し後期授業料
相当額を給付する制度
■専門実践教育訓練給付：　　　　　非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

令和4年4月1日時点において、在学者367名（令和4年4月1日入学者を含む）
令和5年3月31日時点において、在学者351名（令和5年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

経済的問題、健康上の理由、進路変更等

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

https://www.tohogakuen.ac.jp/onkyo/technique/

令和5年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
履歴書の書き方から企業へのアプローチ方法までを必修授業でサ
ポートしている。また、就職活動をするための契機作りとして学内企
業説明会も数多く開催している。

■卒業者数 178
■就職希望者数 162

■主な就職先、業界等（令和4年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
ヒビノ株式会社、エイベックス株式会社、株式会社エス・シー・アライアン
ス、株式会社MSIJAPAN東京、株式会社東京サウンド・プロダクション、株
式会社パシフィックアートセンター、ヌーベルグループ、株式会社JVCケン
ウッド・ビクターエンタテインメント  株式会社クレイジー・ティブィ、株式会
社宝塚舞台、四季株式会社、株式会社バンケット・プランニング、松竹ショ
ウビズスタジオ株式会社、株式会社東京三光、株式会社サウンドインスタ
ジオ、他 （令和４年度卒業者に関する令和5年5月1日時点の情報）

・その他：14名 （フリーランス等で活動を希望する者である。就業パ

ターンは様々であるが、求人票によるもの若しくは現場で活躍してい

るプロからの紹介、更には自己開拓等によって就業するケースが多い。）



３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

小山内　宙 東放学園音響専門学校 音響技術科 学科主任

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
各委員からの提案内容や委員会での決定内容等に関しては、各学科の担当職員を中心に構成されるカリキュラム会議等において、次年度以降の
教育課程の編成や、当該年度の授業内容に具体的に反映させている。
【当該学科への意見・改善案等（抜粋）】
■意見等①：基礎的な部分から実践まで内容を網羅していると思われるが、幅広い学生の特徴的な部分を伸ばせることが出来るとよりよくなるかと
思います。
■改善点①：一部のゼミを一般選択科目に移行することで、学年を問わずより深いカリキュラムを構築することが出来るようになった。
■意見等②：オーディオネットワークや配信に関わる技術やミックスの手法を学べる機会が増えると良いと思います。
■改善点②：IPやオーディオネットワークの知識と配信技術と配信ミックスを経験できる場を「LIVE配信ゼミ」「LIVEゼミ」などで増やせるようカリキュラ
ム変更を行い、これらのほかにイマーシブオーディオの手法も併せて学んでいく。

和田 一夫 東放学園音響専門学校 教務教育部 部長

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

阿部　純也 東放学園音響専門学校 学務管理部 部長

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合には、種別の欄は空欄で構いません。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年２回　（9月・2月）

（開催日時（実績））
第１回　令和４年９月２０日　１５：００～１６：００
第２回　令和５年２月２４日　１１：００～１２：００

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
高度な実践力や意欲の発揮に欠かせない人間性や自立心を育み、環境や技術等の変化が著しい当該業界において順応力を持った
人材を輩出するために、①学生が享受すべき知識や技術について、連携企業との日常的なコミュニケーション・意見交換を通じて、教
育課程の編成や教育環境の構築に関して、積極的に反映させる事。②就職先ともなり得る連携企業に所属する社員を講師として招聘
し、実習・演習授業において実利性・専門性が高いカリキュラムを構成する事。以上を、企業等との組織的な連携の基本方針としてい
る。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

学校長を委員長とし、以下、教務教育部長の他、学科運営を主たる業務とする学科主任を学内の委員とし、学科が委嘱する業界企業
の方と業界関連団体に所属し、実践の環境を熟知し、あるいはそれらを俯瞰し統括する立場の方を学外の委員として構成している。
学外委員からは専門分野に関わる人材の育成に有用なご意見や改善点、新たな施策を提示して頂き、当該業界の動向や変化等につ
いて、学内委員からは学事や学生の動向等について意見交換を行い、積極的な情報共有を図る。また、カリキュラムのあり方や授業
の構成について、同業界において求める人材像や育むべき人間性や実践力について等、これらの具体的要件に関しても意見交換や
議論を行い、教育課程決定の基とする場として位置付けている。
　当委員会の内容は、学内委員により学科毎に実施されているカリキュラム会議で発議がなされ、学科担当職員との意見交換を経て、
重要度の高い項目等から教育課程の編成に取り入れられる。反映された項目は、次回以降の同委員会でフィードバックがなされ、今
後の会議運営に役立てる事とする。以上を教育課程の編成に関する意思決定の過程としている。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

酒井 努 東放学園音響専門学校 校長

令和５年７月３１日現在

名　前 所　　　属 任期

　奥原 秀明 一般社団法人日本音楽スタジオ協会　理事
令和5年4月1日～
令和6年3月31日（1年）

祖父江　晃 株式会社 sound design. チーフエンジニア
令和5年4月1日～
令和6年3月31日（1年）



２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

①舞台・録音・TV業界から求められる人材の輩出を目指すこと、また幅広く様々な事柄に興味を持ち、長く業界で働くことが出来る学生を育成する。
本科において以上の目的を達成するためジャンルに捉われず高い技術力や広範囲に渡り業務を行なっている企業を選定している事。
②REC、PA、MA・音声の基本的な技術の修得のために、各カテゴリーの基礎実習を行い、目指す仕事の確認及び理解を深めることが出来る企業を
選定すること。
③実習・演習授業において、最新機材や人材など“今”の情報を得ながら、学生の人材育成に反映させ、時代の変化に対応可能な情報収集が出来
る企業を選定すること。
以上３項目を、企業等との連携に関する基本方針としている。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

本学科では、REC、PA、MA・音声等の技術に関わる各分野において、高度な実践力を身につけるための実習・演習授業を実施している。各分野の
職種や業務に従事している企業と連携し授業を担当いただき、学生の理解度に応じたトレーニングを施しながら、指導内容の習熟度や関連知識の
理解度等を勘案しながら学修成果の評価を実施している。
１年次前期では音響技術全般に係る基礎知識について習得するべく、システムセットアップと機器の基本操作を学習する演習科目を設置している。
２年次では、より就業分野に係る専門的な実践力を高めるため、一つの作品(番組)が完成するまでの一連の流れを体験し、映像音声処理に必要な
知識と技術を身につけることを目的とした実習科目である技術ゼミを設置している。
また、連携企業や外部講師を招聘し、学科担当職員全員・就職担当職員との懇談の場である講師会を実施。意見交換と情報共有を図り、各担当授
業のシラバスや具体的な実習・演習内容を検討したり確認したりしながら、教育課程の充実と教育内容・学校職員の質向上に努めている。
上記会議体のみならず、連携企業や協力いただいている外部講師とは、定常的に当該現場の動向や変化、学生の資質等の情報を交換しながら、
細やかな話し合い・コミュニケーションを通して、上記主旨同様の効果を図るための対策を常に施している。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

PA基礎演習
PAで使用される仮設音響機器を用いて基本的な接続、
チェック、使用方法を学ぶ。

株式会社 sound design.

音響技術演習
音響技術における必要な技術や知識を学ぶ。実際に機材
を操作しながら機材の扱い方、セッティング、機材チェック
方法を習得する。

株式会社 sound design.



研修名「2022年国際放送機器展（Inter BEE 2022 幕張メッセ）」（連携企業等：一般社団法人 電子情報技術産業協会）
期間：令和4年11月16日（水）～18日（金）　対象：音響技術科教員
内容：音と映像と通信のプロフェッショナル展視察、セミナー受講 等
■下記セミナーを受講
Inte BEE 2022「IP PAVILION」第2回 準備勉強会～IPライブ技術の理解を深めるために～
講演1「導入4年目の運用状況とIP運用の勘どころ」　講演2「新社屋へのIPシステム導入とその運用状況」　講師：三重テレビ放送株式
会社　技術局　小林 克彰氏　小西 正晃氏　長崎放送株式会社　山口 幸冶氏　光山 耕二氏
「IPリモートプロダクションの実例紹介」　講師：NHK放送技術局　田村 哲郎氏　NHKメディア開発企画センター　北島 正司氏
対象：音響技術科教員、（連携企業等：三重テレビ放送株式会社　長崎放送株式会社　NHK放送技術局 ）

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「データから紐解く！専門学校入学生の「基礎学力」の実態とポイント  （連携企業等：㈱進研アド　㈱ベネッセコーポレーション）
期間：令和4年7月19日（火）　　　　　　対象：東放学園音響専門学校教職員全員
内容：学生が授業についていけないことによりドロップアウトしていく問題を解決するために、どこに視点を持ち対応すれば良いかを考
えていく研修であり、「数字にみる低学力者の実態」「基礎学力の低い学生へのアプローチの仕方とは」の2点をポイントに研修を受講し
た。教材の工夫として、先ずは机に向かって鉛筆を動かすという「作業的で出来ないと言わせないような教材を作る」それを継続できる
仕組み（興味を持たせる）、短時間で区切りのつく教材、試験などでゴール（到達点）を作ることが大切。イン・アウトを繰り返しさせること
で、記憶を定着させる。など基本的だと考えていたことを確実に実行することが大切だということを改めて認識することを目的とする。

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「2023年国際放送機器展（Inter BEE 2023 幕張メッセ）」（連携企業等：一般社団法人 電子情報技術産業協会）
期間：令和5年11月15日（水）～17日（金）　対象：音響技術科教員
内容：音と映像と通信のプロフェッショナル展視察、セミナー受講 等
■セミナー受講については情報公開され次第計画

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記
本校では「東放学園 教員研修規程」として教員研修の目的、方針、教員の責務、報告などの事項を定めており、教員の業務経歴や能力、担当する
授業科目等に応じ、専攻分野の実務に関する知識、技術、技能並びに、学生に対する指導力等、教員の能力及び資質等の修得・向上を図るため、
適宜、企業等と連携した研修を行うことを基本方針としている。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等
研修名：「これからの学校教育のあるべき姿～Co-Agency～」EDIX実行委員会（企画運営：RX Japan株式会社）
期間：令和５年５月１０日　　対象：東放学園音響専門学校教職員全員
内容：社会の変化と日本の教育の現状を踏まえ、世界に通用する人材育成を行うためにはどうすればよいかを考える研修となった。現
在の教育は終戦後ずっと同じ形態で行われており、世界を見据え自立した人材が求められるが、「当事者意識」が欠如し「自己肯定
感」が低い傾向がある。また教師の立場で教育がされており、与え続ける教育がされているため主体性がない生徒が多い。これらをど
う解決すればよいかを考えていく。



種別

教育・学校
運営に関す
る有識者

就職先及び
関連業界関
係者

高等学校教
諭

卒業生
（企業等委
員）

髙橋　堅太
Be-U 株式会社 代表取締役CEO

 2011年 音響技術科卒業

令和5年４月1日～
令和7年3月31日（２年）

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 使命、行動指針、教育方針、理念、目的、育成人材像

（２）学校運営 運営方針、事業計画、運営組織、人事・給与制度、意思決定システム、情報システム

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

１）教育の一層の充実を図り、学校の目的及び社会的使命を達成するため、各校における教育活動等の状況について定期的に関係
者評価を行い、随時改善を図ることを目的とする。
２）学園は充実した学校評価制度の構築に努め、各校・各部門はこれを実施する体制を整える。
３）各校・各部門は、情報公開を念頭に掲げ、より高い基準を設定し関係者評価を実行する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 施設・設備、学外実習、インターンシップ等、防火・安全管理

（７）学生の受入れ募集 学生募集活動、入学選考、学納金

（８）財務 財務基盤、予算・収支計画、監査、財務情報の公開

（３）教育活動
目標の設定、教育方法・評価等、成績評価・単位認定等、資格・免許取得の指導体
制、教員・教員組織

（４）学修成果 就職率、資格・免許の取得率、卒業生の社会的評価

（５）学生支援 就職等進路、中途退学への対応、学生相談、学生生活、卒業生・社会対応

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
委員会での結果を活用し、教育活動及び学校運営の質の保証と向上に継続的に努めるための改善措置を随時行っている。委員の意見やアドバイスを尊重し「即対
応」「計画的対応」などを検討し、可能な限り改善を行っている。（カリキュラムの改革、機材の購入、教員のスキルアップ等）
【意見】大学がカリキュラム等をはじめ、専門特化してきている、世の中のサイクルが速くなり需要が変化している。専門学校の特性は時代の変化、要望に先んじて
学科を起こし、人材をマッチングさせるところにある。多少フライング気味でも時代の先取りをした人材を輩出していくべきだ。デジタル化の波は想像以上に速いので
教職員の方々も日々情報入手や業界との交流を深めて欲しい。
【改善策】カリキュラムを世の中の進む方向を見据えてマッチングさせていくことと同時に、学校での授業を教員から学生へ知識を伝達する方法から、実践を通して
学生が主体的に必要な事柄を学ぶことの出来る方法への移行について検討している。教員は学生の伴走者である必要がある。また学科の枠を越えて多分野を横
断的に学ぶことの出来るカリキュラムの来年度からの実施に向けて準備を行っている。これらを進めることにより、業界のニーズを先取りした人材を輩出することを
目指す。
【意見】 インターンシップは学校側の姿勢が問われる。多少、従来の企業と学生の「お見合い」の色合いを脱しても前向きに就職を意識させるべきである。 コンサート
ホール、ポストプロダクション、撮影現場、スタジオ等、生を体験出来る機会を可能な限り設けて、学生の意識レベルを上げて欲しい。
【改善策】 インターンシップに関しては、引き続き各企業に対して積極的に働き掛け実施につなげている状況である。企業からの要望により１年次の早いタイミングで
のインターンシップを実施予定である。インターンシップに参加した学生を採用につなげたい企業と学校にとってメリットがあり、学生にとっても早いタイミングで就職
意識を高めることと課題発見による学業に対するモチベーションアップのチャンスとなる。またイベントなどの復活により、企業の協力を得て学生が現場を経験できる
機会も増えている。
【意見】 今は必要な情報は自分で見に行く時代である。紙での冊子や資料は必要最低限とし、QRコードを踏まえたWEBダウンロード形式に切り替えるべきである。
コストダウンにつながるかもしれない。デジタルを有効活用した学校経営をお願いしたい。
【改善策】 学生が使用する授業内容などを案内するガイドブックを紙での提供を廃止し、今年度からWEB版で閲覧できる形へ変更した。また授業の出席簿を紙から
タブレットを使用しデータで入力、管理する方法へ移行し、これにより保護者がリアルタイムに出席状況を確認できるようになった。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　令和５年7月３1日現在

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 関係法令・設置基準の遵守、個人情報保護、学校評価、情報公開

（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献の取組み、ボランティア活動の取組み

（１１）国際交流

片桐　慶久 都立向丘高等学校　主幹教諭

令和5年４月1日～
令和7年3月31日（２年）

佐久間　義彦

学校法人東放学園　元理事
東放学園専門学校、東放学園音響専門学校、元校長
一般社団法人　日本ポストプロダクション協会　顧問

一般社団法人　全国放送派遣協会　顧問　前専務理事

令和5年４月1日～
令和7年3月31日（２年）

今泉　裕人 一般社団法人コンサートプロモーターズ協会　事務局長

令和5年４月1日～
令和7年3月31日（２年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）

公表時期：令和５年４月７日

URL:  https://www.tohogakuen.ac.jp/about/valuation/



（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
認可された教育機関として、社会への説明責任を果たすとともに、教育の質保証・向上の観点から、学生、保護者、地域住民、関連業界企業等に教
育活動や学校運営の状況に関する情報を提供する。また、同窓会組織や東放学園キャリアサポートセンターと連携を図り、卒業生や企業等から積
極的に意見を聴取して、業界のニーズを反映した教育環境の整備や教育課程の編成に努める。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 基本理念、使命、行動指針、教育方針、学園概要、沿革、お問い合わせ

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（５）様々な教育活動・教育環境 部＆クラブ活動紹介、機材・設備
（６）学生の生活支援 学生寮
（７）学生納付金・修学支援 学費、奨学制度・教育ローン

（２）各学科等の教育 募集学科、募集定員、出願資格、学科紹介、学びのポイント、おもなカリキュラム、資格取得

（３）教職員 学園概要（校長名、教員数）
（４）キャリア教育・実践的職業教育 就職・デビュー支援

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

 URL: https://www.tohogakuen.ac.jp/about/philosophy/

（８）学校の財務 情報公開（財務情報）
（９）学校評価 情報公開（自己評価報告書、学校関係者評価報告書）
（１０）国際連携の状況

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）
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1 〇 音響技術演習

音響技術における必要な技術や知識を学
ぶ。実際に機材を操作しながら機材の扱い
方、セッティング、機材チェック方法を習

得する。

１
前

30 〇 〇 〇 〇 〇

2 〇
ProTools実習
Ⅰ

音を扱う上で必須となるProToolsの基本的
な概念を理解し、プロの現場での使用例も
踏まえながら、操作方法や編集方法を学
ぶ。

１
前

45 〇 〇 〇 〇

3 〇
ProTools実習
Ⅱ

ProTools実習Ⅰで学んだ基礎を軸として、
応用や、より創作的な機能を学ぶ。

１
後

45 〇 〇 〇 〇

4 〇
エレクトロニ
クス実習

電気実験を通じて「オームの法則」「イン
ピーダンス」「トランジスタ」「アンプ」
「オシロスコープ」「フィルター特性」を
理解する。

１
前

60 〇 〇 〇 〇

5 〇 ビデオ制作
映像作品制作を通じて企画・音声収録・カ
メラ技術・映像編集技術を学びながら、
チームワークを養う。

１
後

45 〇 〇 〇

6 〇
レコーディン
グ基礎演習

レコーディングで必要なスタジオ音響機器
の基本的な操作とスタジオワークの流れを
学ぶ。

１
後

45 〇 〇 〇 〇

7 〇 PA基礎演習
PAで使用される仮設音響機器を用いて基本
的な接続、チェック、使用方法を学ぶ。

１
後

45 〇 〇 〇 〇 〇

8 〇
TV音声・MA基
礎演習

音響制作ソフト「ProTools」を使用し、映
像に音入れやナレーション収録で基礎技術
を学ぶ。

１
後

45 〇 〇 〇 〇

9 〇 進級制作
1年間の集大成として作品制作・専門研究を
し自ら企画制作を経験する。

１
後

120 〇 〇 〇

10 〇
ベーシックア
コースティッ
クス

音の発生、伝播、感受の過程での物理的、
生理的、心理的側面からの捉え方や考察の
仕方を学ぶ。

１
前

30 〇 〇 〇

11 〇
音響機器概論
Ⅰ

プロの現場で使用されている音響機器全般
の基本的な知識を学ぶ。

１
前

30 〇 〇 〇

12 〇
オーディオエ
レクトロニク
ス

音響技術者に必要となる電気に関する基礎
知識を習得し、数式と計算技術を習得す
る。

１
後

30 〇 〇 〇

授業科目等の概要

（工業専門課程　音響技術科）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



13 〇
映像・音響技
術基礎

映像技術と音響技術の理解を深め、最新の
デジタル技術について学習しながら、映像
音響処理技術者資格認定の取得を目指す。

１
後

30 〇 〇 〇

14 〇
音響機器概論
Ⅱ

音響機器概論Ⅰを基本とし、エフェクタの
使用方法を理解する。

１
後

30 〇 〇 〇

15 〇 業界特別講座
音響分野で活躍しているプロを招き、講義
を行う。

１
後

30 〇 〇 〇 〇

16 〇
音響基礎技術
論

各演習を行う前に使用する機器の解説を
し、演習時の理解を深める。音響機器の使
用方法や接続方法の解説を中心とする。

1
前

30 〇 〇 〇

17 〇 楽器論
楽器の種類・特性・役割・演奏方法につい
て学習する。

１
後

30 〇 〇 〇

18 〇 就職講座Ⅰ
就職活動における心構えを考え、基本的な
履歴書を作成できるようにする。

１
前

30 〇 〇 〇

19 〇 就職講座Ⅱ
業界を研究し、企業とのやり取りを学びな
がら、社会人マナーを学ぶ。

１
後

30 〇 〇 〇

20 〇 特別講座Ⅰ
エンターテインメントを実際に見ること
で、自身の可能性や感性を刺激し、仕事へ
の意識を高める。

１
通

30 〇 〇 〇 〇

21 〇 アニメ音楽史 アニメ音楽の観点から日本の音楽史を学ぶ
１
後

30 〇 〇 〇

22 〇 音楽理論
音楽の基礎知識を学び、読譜力を習得す
る。

１
前

30 〇 〇 〇

23 〇
著作権ビジネ
ス

著作権制度の基本を理解し、音楽を主体と
した権利ビジネスの仕組みを理解する。

１
後

30 〇 〇 〇

24 〇
コンサート映
像鑑賞

海外や国内の様々なコンサートから演出や
音楽ミキシングを学ぶ。

１
後

30 〇 〇 〇

25 〇
レコーディン
グスタジオ実
習

レコーディングスタジオを使用し、実践的
なスタジオワークとミキシングテクニック
を身につける。

２
前

60 〇 〇 〇 〇

26 〇
コンサートPA
実習

デジタルコンソールを使用し、現在のコン
サートにおけるステージワークとミキシン
グテクニックを身につける。

２
前

60 〇 〇 〇 〇

27 〇
音響効果・MA
実習

MAスタジオを使用し、映像作品に音を入れ
込みながら、映像作品の演出意図に合わせ
たミキシングテクニックを身につける。

２
前

60 〇 〇 〇 〇



28 〇
Illustrator
実習

イラストレーターの基本的な操作と技術を
身につける。

２
前

30 〇 〇 〇

29 〇
ProToolsオペ
レーション

より実践的なProTools操作を身につけて、
トラブルの対処が出来るようにする。

２
前

45 〇 〇 〇

30 〇
レコーディン
グ・PA・MAゼ
ミ

レコーディング・PA・MAに分かれて現場に
近いより高度な技術を習得する。

２
前

90 〇 〇 〇

31 〇 音響測定
音の出る仕組みや伝わり方、聴こえ方を測
定しながら理解する。

２
後

45 〇 〇 〇 〇

32 〇
Webコンテン
ツ制作

コンピューターを使用し、オリジナルWebサ
イトが制作できるようにする。

２
前

30 〇 〇 〇

33 〇 卒業制作
自主企画で2年間の集大成として研究し、作
品を制作する。

２
通

120 〇 〇 〇

34 〇
レコーディン
グ技術論

原版制作に必要な作業とレコーディングス
タジオの役割を理解する。

２
前

30 〇 〇 〇

35 〇 PA技術論
舞台で仕事をするうえで必要な知識と関連
スタッフの役を理解する。

２
前

30 〇 〇 〇

36 〇 放送概論
テレビ番組や映像作品制作の流れや関連す
る仕事について理解を深める。

２
前

30 〇 〇 〇

37 〇 MA技術論
映像作品に関する基礎知識を身に付け、映
像制作のワークフローを理解する。

２
前

30 〇 〇 〇

38 〇
音 楽 プ ロ
デュース概論

音楽制作の流れと変化を知り、スタッフと
プロデューサーのかかわりと役を利を理解
しながら音楽ビジネスを学ぶ。

２
前

30 〇 〇 〇

39 〇
オーディオラ
ブ

音響心理の基礎を理解する。
２
前

30 〇 〇 〇

40 〇
ア コ ー ス
ティックデザ
イン

音響システムをプランニングしながら、空
間を客観的に理解する。

２
前

30 〇 〇 〇

41 〇
コンピュータ
ベーシック

パソコンの基本構造を理解し、ネットワー
クやアプリケーションのトラブルシュー
ティングが出来ることを目指す。

２
後

30 〇 〇 〇

42 〇
イヤートレー
ニング

音楽的な音程のズレやタイミングのズレを
感じ取ることが出来る力を養う。

２
後

30 〇 〇 〇



43 〇
デジタルオー
ディオ

現場で使われているデジタル技術の基礎を
理解する。

２
後

30 〇 〇 〇

44 〇 就職講座Ⅲ
就職活動における準備を進め、ビジネスマ
ナー、社会人としての常識を学びながら進
路決定を目指す。

２
前

30 〇 〇 〇

45 〇 就職講座Ⅳ
就職活動における準備を進め、ビジネスマ
ナー、社会人としての常識を学びながら進
路決定を目指す。

２
後

30 〇 〇 〇

46 〇 特別講座Ⅱ
エンターテインメントを実際に見ること
で、自身の可能性や感性を刺激し、仕事へ
の意識を高める。

２
通

30 〇 〇 〇 〇

47 〇
アレンジテク
ニック

各楽器の特徴を理解し、編曲の力を身につ
ける。

２
後

30 〇 〇 〇

48 〇 映像鑑賞
映像作品の鑑賞を通して物の見方や考える
力を養う。

２
後

30 〇 〇 〇

　48　科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

【卒業要件】
　①期日までの学費納入
　②必修科目を含む､年間800時間以上、卒業時1700時間以上の修了認定
【履修方法】
　初回の授業（ガイダンス）で内容を確認し、期日までに履修科目の登録を行う

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 15週

（留意事項）

1920　単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

合計


